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〈研究ノート》

課徴金・汚染者負担原則・公害健康被害補償法

伊　藤　　康

はじめに

　経済学において，外部不経済を内部化する有力な手段として，課徴金による補

正がビグー以来議論されてきた．この小論においては，課徴金を実際の政策手段

として体系化し，それが有効に機能する条件を明らかにするとともに，環境に係

わるコスト負担原理のあり方について考察する作業の第1歩として，理論上の外

部不経済内部化の手段としての課徴金の原理，環境政策の指針としての汚染者負

担原則（PPP）の原理，そして，汚染による被害を汚染物質の排出に対する課徴

金収入で補償しようとした日本の公害健康被害補償法の原理について検討する．

I課徴金（ビグー税）の原理

　排出課徴金は，公害などの外部不経済を内部化する手段として，主に効率性の

観点から議論されてきたが，特に直接規制と比ぺた長所をまとめると，①汚染排

出削減への継続的なインセンティヴとして働く，②ある排出水準を達成するコス

トが少なくて済む，ということに集約されるu．

　まず①についてみてみよう．汚染物質の排出量に応じて課徴金を課したとき汚

染老は，汚染の水準を課徴金の単位当り賦課率と汚染の限界除去費用が等しくな

るまで削減する．これを図で示すと以下のようになる．図一1において，〃0は汚

染が1単位増加することによって発生する限界的被害，〃ACは汚染を1単位削

減するために必要な限界コストである．ここでは，最適な汚染水準は〃D＝

ルωCとなるX．であり，それを達成する課徴金の賦課率は㌘となる．もし直

接規制によってX‡の水準を達成しようとすれば，企業のコスト負担は，

X‡兄Eである．直接規制の場合は，一度基準を達成してしまうと，それ以上汚

染排出を削減しようとするインテンティヴは働かない．それに対して課徴金を課

した場合は，達成される水準が直接規制と同じ排出水準であっても，更に課徴金

0X．E㌘を支払わなけれぱならないので，それ以上に汚染排出を削減しようと
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するインテンティヴが働くことになるのである．

　次に②は，一般には個々の汚染老毎に，限界的な汚染防除費用が異なっている

と考えられるためである．もし直接規制によって，一律50％などというように

排出削減を行えぱ，限界汚染除去費用の相違を無視することになり，そこには資

源配分上のロスが生じる．もちろん，各汚染老の限界費用毎に汚染排出許容量を

割り当てれぱ，ロスは生じないが，そのような情報を規制当局が入手することは

事実上不可能である．しかし課徴金．の場合には，各汚染老が課徴金の賦課率が汚

染削減限界費用と等しくなるように排出量を削減する．従って，特に汚染者数が

多い場合には，諌徴金政策は直接規制と比べて，費用節約という観点から有利で

あるといえる．

　ところで，図一1において，課徴金の支払い額0X個㌘は，被害総額0X‡E

よりも大きい．もし，課徴金総額と被害総額が等しくなるようにすると，課徴金

の賦課率は，図一2の斜線部分α1＝あ1を満たす■（〈㌘）の水準に決定される

が，その時の汚染排出量はXで，最適汚染量X“よりも多くなってしまう．こ

のように，〃Dが汚染排出にともなって逓増する場合（これは一般的状況と考え

られる）には，たとえ汚染による被害額を正確に計測する手段があったとしても，

それを事後的に補償するだけでは，効率性の基準だけからみても十分ではないの

である2〕．

　被害額以上の金額を汚染老が支払うのは，公正の見地からみて問題があると思

われるかもしれない．しかし，被書老の側に良好な環境を亨受する権利：環境

権＝があるとすれぱ，過剰分0E㌘は，汚染考が環境を使用したことに対する使

用料と考えることもでき，汚染老にとって薯しく不公正だということにはならな

いだろう3，．もし，汚染者の側に汚染を排出する権利（環境の汚染同化機能を無

料で使用する権利及ぴ被害を出す権利）があるとすれぱ，排出課徴金という制度

自体が存立し得なくなってしまう．逆に，汚染権を認めないことで，賦課率を単

に損害を補償する水準より高く，十分に排出削減のインセンティヴ効果がある水

準τ‡に設定する根拠が得られることになる仙．

　いずれにせよ，排出課徴金とは，環境権（汚染権）が少なくとも汚染老の側に

はないことを前提とした上で，汚染削減のために十分なインセンティヴを継続的

に与えるために，汚染物質の排出に対して課されるものであり，その収入によっ

て被害を補償することは可能であっても，その賦課率は被害の総額とは無関係に

決められるぺきものなのである．すなわち，実際には正確な計測が不可能と思わ

れる被害曲線とは無関係に，政策当局が望ましいと考える水準まで価格メカニズ

ムを利用して汚染を削減するための手段と考えるべきであると言えよう5，．
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　そもそも，経済学の理論として考えられてきた課徴金は，被害老への補償を考

えたものでは全くなかった帥．Baumol（1972）は，被害老の汚染回避行動を促す

ためには，被害老に対して補償を行うべきではないとまで述べている．このこと

が象徴的に示している通り，課徴金とは，理論的には，外部不経済の発生という

市場の失敗を，価格メカニズムを利用して補正するという，あくまでも効率性の

基準からのみ導かれたものなのである．

　　　　　　　　　　　n　「汚染老負担原則」の原理

　汚染老負担原則（PPP）とは，OI＝CDが1972年に「環境政策の国際経済面に関

する指導原理」ηの中で提唱し，以暖環境政策の基本原理として定着していった

原則である．そこでは，「希少な環境の合理的使用を促進し，国際貿易及び投資に

おけるゆがみを回避するための汚染防止・制御装置に伴う費用配分のために用い

られる原則が，いわゆるPPPである」と定義されおり，第1義的には国際貿易に

おける各国の競争条件を均等化さセるための貿易政策として提唱された．これは，

r受容可能な状態に環境を保つために公的当局により決められた措置に対し・汚

染者が資金上の責任を負うべきである」ということを意味し，そのためには，原

則として，貿易と投資に薯しいゆがみを引き起こすような補助金を併用してはな

らないとしている．

　PPPにおける費用負担の主体及ぴ方法に関しては，0ECDの環境委員会が

1973年に採周した「PPPの実施に関するノート」筥〕（以下，「ノート」），及ぴ

0ECD（1975）の序文において述べられているが，それをまとめると以下のよう

になる．すなわち，PPPは汚染老が規制当局によって決められた水準まで汚染

制御と予防に関するコストを最初に支払うということにすぎず，それが直接的な

規制に対応して支払われるか，課徴金等の間接的手段に対応して支払われるかは

問題ではなく，また公害防止費用が価格上昇によって消費老に転嫁されるかどう

かも問題ではない．また，PPPは被害に対しての補償の原則ではなく，もしある

国が自分の国では公害規制に加えて，汚染老が残されている被害を補償すべきと

決めた場合，これはPPPに反さないが，PPPはこの追加された条項を義務づけ

ていない．つまり，PPPは事前の汚染除去費用についてのみを対象としたもの

であり，公害の費用を全部内部化する原則ではないのである．これは，個々の汚

染排出と，それによって引き起こざれた損害との直接的な因果関係を証明するこ

とは困難であることが理由の1つとなっている帥．

　しかし，二のようなPPPの概念．は，未だに正確に理解されているとはいい難

い．汚染制御に関する経済的手段の分析が進むにつれて，直接規制よりも課徴金

1ω2
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　　などの価格メカニズムを利用した手段の方が効率的であるということが支配的に

　　なってくると，PPPは価格メカニズムを利用して最適汚染水準を達成するため

　　の手段として考えられるようになり・特にr排出課徴金＝PPP」と捉えられてい

　　くようになる・この考えが行き過ぎたせいか，〃Pの概念は経済学者の中でも，

1必ずしも正確には捉えられていない場合が多い．概念をより明確にするために，

　　宮本憲一氏のPPP理解を取り上げてみよう．

　　　宮本（1989）は，0ECDのPPPとはr資源配分の合理性と国際貿易上のゆがみ

　　を是正することを目的としたものであり，費用便益分析による『最適汚染水準』

　　までの公害防除費用を課徴金によって徴収しようとしたもの」としているm〕．こ

　　こでも，課徴金収入とPPPが結ぴ付けて考えられている

　　　課徴金の本来の目的は，ここで再ぴ図一1をみてみると，Iで述べたように，価

　　格メカニズムを利用して汚染老に排出水準をX‡まで削減するためのコスト

　　蝋呪を負担させ・それと同時に課徴金を0畑㌘支払うことによつて，継

　　続的に汚染排出削減へのインセンティヴを与えることであつた．一方，PPPに

　　ついては・「ノート」の中で・課徴金等の価格メカニズムを利用した手段が効率的

　　で，継続的な汚染排出削減に対するインセンティヴ効果があることも認めている

　　し，課徴金からの収入によって，汚染の共同処理費用を賄うことは可能であると

　　している川．しかしl　PPP本来の意味は・上述のように，政策当局が必要と判断

　　した水準まで，何らかの政策手段を用いて，汚染者自身に汚染排出を削滅させる

　　ための原則，すなわち，図一1でいえぱ，もし政策当局が受容可能な汚染排出水準

　　をX‡に設定すれぱ，そこまで排出水準を削減するためのコスト亙X＾兄を最低

　　限汚染者に負担させる原則であるに過ぎない．従つて，直接規制によつて

　　EX呪だけ負担させよ1が・課徴金1こよって更に0畑㌘を負担させようが，

　　どちらもPPPには合致している．宮本（1989）の見解は，PPPに反してはいな

　　いが，PPPの原理そのものではないし，課徴金の原理でもないのである．

　　　　　　　　　　　　m　公害健康被害補償法の原理

　　　日本においてユ973年に制定され，翌年から施行された公害健康被害補償法（以

　下，公健法）とは，，公害の原因となる事業を行っているものから徴収した賦課金

　　を財源にして，その被害老に対して補償給付を行うという制度である．ここでは

　特に，大気汚染被害のような環境汚染と健康被害との因果関係が明確でない「非

　特異性疾患・に対する補償費を賄うために，大気汚染物質の排出量に応じてr汚

染負荷量賦課金・予課した「第・種地域・における補償制度の原理について検討

　する1刎．
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　この制度は，空前の公害反対運動の広がりと・原告（被害老）側全面勝訴とな

つたr四日市判決」を契機として，大気汚染地域の全ての企業が共同不法行為老

として訴えられる可能性が出てきた中で，公害裁判を抑える方法として行政的救

済に期待した汚染老（産業界）と，裁判ほどは時問と費用がかからずに簡単に救

済される制度を求めた被害老との一妥協の産物」として生まれた13〕．　　　　　　　・

　制度の性格は，基本的には，民事責任を踏まえた損害賠償の考え方が基礎とさ

れた．民事責任を踏まえる以上，個々の認定患老に所定の給付を行う場合。その

疾病と環境汚染との間の因果関係を明らかにすることが前提となる．しかし，非

特異疾患である大気汚染による健康被割こついて・厳密な因果関係の証明を行う

ことは，ほぼ不可能である．そ二で公健法においては，因果関係について疫学の

考え方を導入し，何らかの制度的取り決あをすることによって汚染と被害との間

の因果関係を肯定し，そうしてはじめて被害老救済制度が成立し得るとした・こ

の点に，公健法の大きな特徴があると言えよう．ここでいう制度的取り決めとは，

実際には以下の通りである．
r第1種地域」として指定された特に大気汚染の激しい地域（以下・「指定地

域」）内で，一定の大気汚染物質の「暴露条件」を満たしている人が「指定疾病」

にかかれぱ，大気汚染物質と健康被害との間に因果関係ありとして大気汚染被害

老として認定し，一その救済のためσ・費用は，指定地域以外の地域（「その他地域・）

を含めた全国のr汚染原因者」が共同して負担する．大気汚染の原因は，工場等

の固定発生源と自動車等の移動発生源とされ，寄与率は、前老が80％，後老が20

％という制度上の割り切りを行い，認定患老の被害の程度と認定患老数から計算

　される全補償額をそれぞれの寄与率で割り振った．固定発生源に関しては，各年

度の4月1日現在で，硫黄酸化物（SO。）の最大排出量が「指定地域」においては

1万Nm・／h以上，rその他地域」においては5千Nm3／h以上の施設を設置してい

る事業老から，前年度の年間SO。排出量に応じた・汚染負荷量賦課金・を徴収

　し，移動発生源に関しては，自動車重量税から必要額が引きあてられた．

　　1970年代半ぱ以降，総量規制や産業構造の転換などの結果，SO。排出量は減少

　したが，被害老数は増加し続けたので，必要となる補償費を賄うために，固定発

生源の排出単位当りの賦課率は高騰した1・〕．その排出削減へのインセンティヴ効

　果は，かなり犬きかつたものと思われる15〕．しかし，賦課金を支払う側からは，

　SO、の排出量が減少しているにもかかわらず賦課金の支払い額が増えるのは，排

出削減努力が実際の費用負担と結ぴ付1・ていないとい1批判が榊・・…年に

　は新たな患老認定は行わないという改正が行われた1帥。

　　賦課率の高騰をもたらした認定．患老の増大は，公健法がもつ制度上の欠陥に由
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来している．SO・の排出が減少したのにもかかわらず認定患老が増大した主な原

因としては，①自動車交通量（特にディーゼル車）が増犬したため，窒素酸化物

（N0〃）に関する大気環境が改善されなかったこと，②大気汚染による被害は，前

年度の排出フローだけではなく，過去からの累積的な汚染排出（ストック）によ

るものであること，があげられる．公健法においては，NOxは直接は賦課金の指

標とされず，全補償額の20％を自動車重量税から一括して自動的に引きあてる

だけだったので，少なくとも公健法によるNO。排出削減へのインセンティヴは

全く働かなかった1η．また，固定発生源のSO・に関しても，賦課金が課されるの

は4月1日現在，上述の汚染発生施設を所有している事業所の前年度の排出量だ

けだったので，過去にいくら莫大なSO・を排出していようとも，それ以前に燃料

転換などでSO。を排出しなくなれぱ，翌年から賦課金を支払う必要がなくなる．

　従って，公健法は，移動発生源から圃定発生源へ，過去の発生源から現在の発

生源へと費用負担の一部を転嫁するという性格をもっていたといえよう・・〕．こう

した性格が，現在の固定発生源に対する排出単位当りの賦課料率を高騰をさせ，

SO・排出削減へのインセンティヴ効果をもたらすという結果につながった．本来

ならぱ，大気汚染被害老の増大という事態に対して，NOxを明示的に賊課金の指

標にすることで，NOx削減のインセンティヴをもたせ，移動発生源の負担分を大

きくする，前年度だけでなく過去の排出にも賦課金を課す，という改革を行うこ

とによって，現実の事態に対応することが必要であっだ帥．しかし，そのような

改革は行われず，温存された制度上の欠陥が，汚染排出削滅努力と賦課金による

費用負担が結ぴ付かないという事態を招き，最終的には，因果関係が必ずしも

100％明確でなくても被害が存在しているという事実に鑑み救済を行うという，

公健法の原理を否定するような改正がなされてしまったのである．

lV　まとめに代えて

　最後に，公健法に対して，課徴金とPPPという観点から改めて評価を行うこ

とによって，この小論のまとめとしたい．

　まず，公健法を課徴金制度としてみた場合，確かにSO・排出削減に対するイン

センティヴ効果はあったが，それは上述の通り，制度上の欠陥がもたらした意図

せぬ効果であり，費用負担の転嫁が行われ，汚染排出削減努力と課徴金の支払い

が結ぴ付いていなかったという点では，問題があったと言わざるを得ない．本来

の意味での課徴金は，（被害曲線が計測できると仮定した場合）被害額以上の支払

いを求めるものであるが，Iで述べた環境権（汚染権）の議論は別としても，汚染

排出削減努力と課徴金支払い額が結ぴ付いているという点で，少なくともr汚染　　・
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老間の公平」は保たれている．

　次にPPPについてであるが，競争条件を均等化するための原則として提唱さ

れたわけであるから，これも「汚染者間の公平」が第1に考えられている原理で

ある．今日の先進国においては，少なくとも名目上は，PPPは環境間題にかかわ

る費用負担原則として受け入れられてきているが，それは因果関係が明らかで汚

染原因考が特定でき，かつその寄与度も明確になっていることが前提となってい

る20〕．しかし実際には，多くの公害被害は，日本の公害裁判の例からも明らかな

ように，因果関係を1OO％明らかにすることは不可能に近い．公健法は，費用の

転嫁が行われたのだからr汚染老間の公平」が保たれず，その結果，因果関係が

明らかでない場合でも被害の救済を行うという原理は崩れてしまった、しかし，

公健法の原理自体は，PPPに反するものではない、被害老救済という観点から，

制度的な割切りを行うことで，不・完全ではあるが効率性の基準から導かれた

PPPを公正の観点から拡張しようとした試み自体は，たとえこの制度が妥協の

産物として生まれたのだとしても，評価されていいだろう21〕．

　今後，インセンティヴ効果を第1の目的とした本来の意味での課徴金制度とは

別に，因果関係が完全には証明されていない被害に対する補償，及び将来の被害

の発生に備えた何らかの基金の積み立ての必要性が高まると思われる．その際に

は，「汚染老間の公平」を保つことが，そうした制度を維持するという点からも，

1つのポイントとなるだろう．

1）課徴金の性質については、Bohm＆Ru鎚el（1985），Ba㎜o1＆Oates

（1988）等を参照．

2）　浜田（1977），p．101

3）　浜田（1977），p．101，OE（：D（1980），pp．9－10

4）Pearce＆Tumer（1990）は，環境の汚染同化能力を考慮し，被害額以

上の支払いも，環境の汚染同化能力に対して企業が使用料を支払っている

と考えれぱ適切であるが，図一1においては被害の発生に基づいて課徴金が

課されており，希少資源（環境）の使用，汚染同化能力を反映して課徴金

が決定されているのではないという点で問題があるとしている（pp．100－

101）．

5）　Baumol＆Oates（1971），Baumol（1972），pp．318－320，0ECD（1980），

P．9

6）　Cropper＆0ates（1992），pp．680－681

7）OECD（1972），“Guiding　Principles　Concemi㎎the　Intemati㎝a1
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EconomicAspectsofEnviro㎜entalPolicies”（inOECD（1975））

8）　OECD（1973），“Note　on　the　Imp1ementation　of　the　Pol1uter－Pays

　Principle”（in　OECD（1975））

9）大塚（1991）（1），p．45

10）宮本（1989），p，215．宮本氏の指摘は，彼自身意識していないだろう

　が，課徴金で得られた収入を企業の汚染除去活動への補助金の財源とする

　という，OECD（1980）で提唱されたケース（再分配型課徴金）にほぽ該当

　すると思われる．それは，課徴金によって得られた収入を補助金に充てる

　ことによって，限界汚染除去費用曲線を下方に押し下げ，㌘より低い税

　率で当初の目的である汚染排出量X‡を達成することができるというもの

　である．

11）共同処理費用の間題については，Beckerman（1975），永井（1972）参

　照．

12）全般的な公健法の制度の説明については，主に松浦（1984），小川他

　（1975）を参照．これまでに経済学の分野で公健法について扱ったものと

　しては，浜田（1977），塚谷（1983），永井（1985），宮本（1989），井村（1988）

　などがある．なお，mにおいては，賦課金という用語を使っているが，こ

　れは課徴金と全く同じ意味で使われている．

13）松浦（1984），p．97，宮本（1989），pp．174－176

14）環境庁公健法研究会（1987）．

15）井村（1988），p．123

16）但し，過去に認定した患老への補償費給付は継続し，その際，過去分に

　よる負担を60％とした．

17）植田（1990），p，119

18）補償給付がなされない「その他地域」においても，賦課金は徴収される

　ので，更に「指定地域」から「その他地域」への転嫁もあった．

19）NO・を指標とすべきであるということは，公健法を扱ったほとんど全

　ての文献で触れられている．過去の排出にも考慮すべきということは，永

　井（1985）参照．なお，過去に遡って排出量に課税することは，課徴金の

　負担を逃れるために，賦課率の低い地域や規制の緩い途上国に進出するこ

　と（公害輸出）をある程度防ぐという観点からも有効であろう．

20）植田（1990），p．119

21）　アメリカの「スーバー・ファンド法」は，目的はストヅク被害の除去で

　あるが，PPPの拡張という観点から注目される．「スーバー・ファンド
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